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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　金属粒子と、下記一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミン誘導体を
含む分散剤と、溶剤とを含有する導電性基板用金属粒子分散体を準備する工程と、
　基材上に、導電性基板用金属粒子分散体を含む塗布液を塗布して、塗膜を形成する工程
と、
　パルス光を照射することにより、前記塗膜を焼成処理し、金属粒子焼結膜を形成する工
程とを有する、導電性基板の製造方法。
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１は遊離のアミノ基、下記一般式（ＩＩ）、又は下記一般式（ＩＩ
Ｉ）で表される基を表し、複数あるＲ１は同一であっても異なってもよい。但し、複数あ
るＲ１のうち少なくとも１個は一般式（ＩＩＩ）で示される基である。）
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【化２】

（一般式（ＩＩ）、及び一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ２は遊離のカルボン酸を有するポリエス
テル、遊離のカルボン酸を有するポリアミド、及び、遊離のカルボン酸を有するポリエス
テルアミドのいずれかからカルボキシ基を除いた残基を表す。）
【請求項２】
　前記パルス光が、キセノンランプのパルス光である、請求項１に記載の導電性基板の製
造方法。
【請求項３】
　前記金属粒子が、金、銀、銅、及びこれらの酸化物から選ばれる１種以上を含む金属粒
子である、請求項１又は２に記載の導電性基板の製造方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、導電性基板の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、基材上に導電性の配線を施した回路基板の製造には、金属箔を貼り合せた基材上
にフォトレジストを塗布し、所望の回路パターンを露光し、ケミカルエッチングによりパ
ターンを形成する方法等が用いられてきた。上記フォトレジスト法によれば、導電性の配
線として金属箔を用いるため、体積抵抗率が小さく、高性能の導電性基板を製造すること
ができる。一方、当該方法は工程数が多く、煩雑であるとともに、フォトレジスト材料を
要する等の欠点があった。
【０００３】
　これに対し、金属粒子を分散させた金属粒子分散体を用いて、スクリーン印刷やインク
ジェット印刷などの印刷プロセスにより、基材に直接パターンを印刷し、金属粒子を焼結
させることにより、回路パターンを形成する手法が注目されている。基材に直接パターン
を印刷する手法によれば、従来のフォトレジスト法等と比較して、生産性が飛躍的に向上
する。
【０００４】
　金属粒子は、微細化することにより、劇的に融点が低下することが知られている。これ
は、金属粒子の粒径が小さくなるのに伴って、粒子の比表面積が増加し、表面エネルギー
が増大することによるものである。この効果を利用すれば、金属粒子同士の焼結を従来よ
りも低温で進行させることができ、従来用いることが困難であった、耐熱性の低い樹脂基
材に対しても、印刷による回路形成が可能となると期待された。しかしながら、金属粒子
の粒径が小さいほど、分散性や分散安定性が良好な分散体を調製することは困難であった
。
【０００５】
　特許文献１には、インクジェット印刷方式を利用して、導電性金属ペーストにより回路
パターンを形成する方法が記載されている。特許文献１では、金属超微粒子が互いに直接
接触しない状態とするため、当該金属超微粒子に含まれる金属元素と配位的な結合が可能
な窒素、酸素、硫黄原子を含む基を有する化合物により、金属超微粒子を被覆する手法が
記載されている。金属表面の被膜に利用される窒素、酸素、硫黄原子を含む基を有する化
合物としては、アルキルアミン、アルカンチオール、アルカンジオール等が挙げられてい
る。特許文献１では、導電性金属ペーストの焼成を行う際に、当該アルキルアミン等が金
属表面離脱するように、具体的には、炭素数が４～２０の比較的低分子の化合物が挙げら
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れている。
　しかしながら、特許文献１の手法は、低分子量の化合物を用いて金属粒子を分散するも
のであり、金属粒子の分散安定性が不十分であった。金属粒子の分散安定性が不十分な場
合、焼成しても良好な導電性を有する金属膜は得られない。
【０００６】
　特許文献２には、金属酸化物又は金属水酸化物の微粒子を含有する分散液からなるプリ
ント配線基板形成用インクによって基板上にパターンを描画し、当該金属酸化物又は金属
水酸化物の微粒子の少なくとも一部を還元することにより、導電パターンを形成する方法
が開示されている。特許文献２の手法によれば、エネルギー照射によって、又はエネルギ
ー照射と還元剤を組み合わせることによって、上記金属酸化物等の微粒子を還元する。上
記エネルギー照射の手法としては、レーザービーム、電子ビーム、イオンビーム、熱線が
挙げられている。しかしながら、特許文献２では低分子量の還元剤を用いているため、上
記のような高出力のエネルギー照射の際、当該還元剤が突沸し、金属膜が損傷する場合が
あった。
【０００７】
　特許文献３には、特定の金属粒子と、特定のポリエステル骨格を有する高分子分散剤と
、分散媒を含有する金属粒子分散体が記載されている。
　特許文献３によれば、上記特定の高分子分散剤が金属粒子の分散性に高い効果を示し、
しかも後の焼結工程で容易に揮散されると記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００２－３２４９６６号公報
【特許文献２】特開２００４－２５３７９４号公報
【特許文献３】国際公開第２０１１／０４０１８９号パンフレット
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　金属粒子の分散性や分散安定性を向上するために、分散剤として高分子分散剤を用いて
金属粒子を分散させた場合には、特に低温で焼成したときや、短時間で焼成したときに、
金属膜に当該高分子分散剤が残存することがあり、得られた基板の体積抵抗率が高くなり
、導電性基板として十分な性能が得られない場合があった。
　金属粒子を焼成することにより金属膜を得る手法においては、その焼成温度と金属粒子
の酸化が課題であった。すなわち分散剤除去のために長時間高温で焼成すると金属粒子の
酸化による焼結阻害が起こりやすくなる。また、低耐熱性の基材を用いた導電性基板も求
められている。そのため、低温、或いは短時間で金属粒子の焼成を行いながら、優れた導
電性を有する導電性基板の製造方法が求められている。
【００１０】
　本発明は、このような状況下になされたものであり、焼成後の膜中における有機成分の
残存が少なく、優れた導電性を有する導電性基板が得られる、導電性基板の製造方法を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは、前記目的を達成するために鋭意研究を重ねた結果、金属粒子と特定の分
散剤とを含む導電性基板用金属粒子分散体を用いて塗膜を形成し、パルス光を用いて当該
塗膜を焼成処理することにより、金属の酸化が抑制され、有機物が残存しにくく、優れた
導電性を有する金属膜が得られるとの知見を得た。
　本発明は、係る知見に基づいて完成したものである。
【００１２】
　本発明に係る導電性基板の製造方法は、金属粒子と、下記一般式（Ｉ）で表される構成
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単位を有するポリアリルアミン誘導体を含む分散剤と、溶剤とを含有する導電性基板用金
属粒子分散体を準備する工程と、
　基材上に、導電性基板用金属粒子分散体を含む塗布液を塗布して、塗膜を形成する工程
と、
　パルス光を照射することにより、前記塗膜を焼成処理し、金属粒子焼結膜を形成する工
程とを有することを特徴とする。
【００１３】
【化１】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１は遊離のアミノ基、下記一般式（ＩＩ）、又は下記一般式（ＩＩ
Ｉ）で表される基を表し、複数あるＲ１は同一であっても異なってもよい。但し、複数あ
るＲ１のうち少なくとも１個は一般式（ＩＩＩ）で示される基である。）
【００１４】
【化２】

（一般式（ＩＩ）、及び一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ２は遊離のカルボン酸を有するポリエス
テル、遊離のカルボン酸を有するポリアミド、及び、遊離のカルボン酸を有するポリエス
テルアミドのいずれかからカルボキシ基を除いた残基を表す。）
【００１５】
　本発明の導電性基板の製造方法においては、前記パルス光が、キセノンランプのパルス
光であることが、金属の酸化が抑制され、有機物が残存しにくい点から好ましい。
【００１６】
　本発明の導電性基板の製造方法においては、前記金属粒子が、金、銀、銅、及びこれら
の酸化物から選ばれる１種以上を含む金属粒子であることが、導電性に優れる点から好ま
しい。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、焼成後の膜中における有機成分の残存が少なく、優れた導電性を有す
る導電性基板が得られる、導電性基板の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】図１は、本発明の製造方法により得られる導電性基板の一例を示す概略図である
。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　以下、本発明に係る導電性基板の製造方法について説明する。
【００２０】
　本発明に係る導電性基板の製造方法は、金属粒子と、下記一般式（Ｉ）で表される構成
単位を有するポリアリルアミン誘導体を含む分散剤と、溶剤とを含有する導電性基板用金
属粒子分散体を準備する工程と、基材上に、導電性基板用金属粒子分散体を含む塗布液を
塗布して、塗膜を形成する工程と、パルス光を照射することにより、前記塗膜を焼成処理
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する工程とを有することを特徴とする。
【００２１】
【化３】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１は遊離のアミノ基、下記一般式（ＩＩ）、又は下記一般式（ＩＩ
Ｉ）で表される基を表し、複数あるＲ１は同一であっても異なってもよい。但し、複数あ
るＲ１のうち少なくとも１個は一般式（ＩＩＩ）で示される基である。）
【００２２】
【化４】

（一般式（ＩＩ）、及び一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ２は遊離のカルボン酸を有するポリエス
テル、遊離のカルボン酸を有するポリアミド、及び、遊離のカルボン酸を有するポリエス
テルアミドのいずれかからカルボキシ基を除いた残基を表す。）
【００２３】
　本発明の製造方法によれば、焼成後の膜中における有機成分の残存が少なく、優れた導
電性を有する導電性基板が得られる、導電性基板の製造方法を提供することができる。ま
た、本発明の製造方法によれば、表面の膜荒れが低減された導電性基板を得ることができ
る。
【００２４】
　上記特定の組み合わせにより、上記のような特定の効果を発揮する作用としては、未解
明の部分もあるが、以下のように推定される。
　従来、金属粒子分散体は、焼結時に有機成分が残存するのを抑制するために、比較的低
分子量の分散剤が用いられてきた。しかしながら、低分子量の分散剤では、分散性や分散
安定性が不十分であった。また、低分子量の分散剤では、パルス光で焼成すると成分の突
沸により膜が損傷しやすく、金属膜に膜荒れが生じてしまう。このように表面に膜荒れが
生じた金属膜は良好な導電性が得られない。
　それに対して、本発明において用いられる金属粒子分散体は、分散剤として、一般式（
Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミン誘導体を用いて金属粒子を分散させる
ことにより、分散剤中の窒素部位が、金属粒子に強く吸着することで安定化することによ
り、金属粒子同士の凝集が生じにくく、分散性及び分散安定性に優れるものである。
　また、上記特定の分散剤を用いると、低温焼成により金属膜を形成した場合であっても
、分散剤の残存が少なく、表面の膜荒れが低減され、得られた金属膜は体積抵抗率が低く
優れた導電性を有するものとなる。このメカニズムは未解明ではあるが、上記特定の分散
剤を用いると、従来の高分子分散剤と比べて、金属粒子の分散性が向上し、分散粒子が小
さくなることにより融着しやすくなることが推定される。また、上記特定の分散剤は、一
般式（Ｉ）で表される構成単位に含まれる窒素部位が、還元性や、酸化抑制効果を有して
いるのではないかと推定される。更に上記特定の分散剤を用いた金属粒子分散体を含む塗
布液の塗膜は、均一性、平滑性が良好になるため、均一に焼結が進行することが推定され
る。これらの相乗効果で、優れた導電性を達成できると推定される。更に、上記特定の分
散剤は、パルス光の照射により、容易に分解乃至揮発しやすく、金属膜に残存しにくいた
め、極短時間のパルス光の照射であっても容易に焼結させることができることから、この
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点においても金属粒子の酸化を抑制できるものと推定される。
【００２５】
　本発明の導電性基板の製造方法は、少なくとも、導電性基板用金属粒子分散体を準備す
る工程と、塗膜を形成する工程と、焼成処理する工程とを有するものであり、本発明の効
果が損なわれない限り、必要に応じて他の工程を有していてもよいものである。
　以下、このような本発明の導電性基板の製造方法の各工程について、順に説明する。
【００２６】
＜導電性基板用金属粒子分散体を準備する工程＞
　本工程は、金属粒子と、下記一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミ
ン誘導体を含む分散剤と、溶剤とを含有する導電性基板用金属粒子分散体を準備する工程
である。
【００２７】
【化５】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１は遊離のアミノ基、下記一般式（ＩＩ）、又は下記一般式（ＩＩ
Ｉ）で表される基を表し、複数あるＲ１は同一であっても異なってもよい。但し、複数あ
るＲ１のうち少なくとも１個は一般式（ＩＩＩ）で示される基である。）
【００２８】

【化６】

（一般式（ＩＩ）、及び一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ２は遊離のカルボン酸を有するポリエス
テル、遊離のカルボン酸を有するポリアミド、及び、遊離のカルボン酸を有するポリエス
テルアミドのいずれかからカルボキシ基を除いた残基を表す。）
【００２９】
　上記導電性基板用金属粒子分散体は、金属粒子を上記特定の分散剤を用いて分散するこ
とにより、金属粒子の分散性及び分散安定性に優れる。また、一般式（Ｉ）で表される構
成単位を有するポリアリルアミン誘導体は、後述するパルス光による焼成処理時に分解乃
至揮散しやすく、焼結後の金属膜には残存しにくい。また、ポリアリルアミン誘導体が有
するアミノ基や、アミド結合由来の窒素原子が、焼成時に分解して金属粒子の酸化を抑制
する、或いは還元する効果を有するものと推定される。
【００３０】
　本工程により得られる導電性基板用金属粒子分散体は、少なくとも金属粒子と、分散剤
と、溶剤とを含有するものであり、本発明の効果が損なわれない限り、必要に応じて他の
成分を含有してもよいものである。
　以下、導電性基板用金属粒子分散体の各成分について順に説明する。
【００３１】
（金属粒子）
　本発明において金属粒子は、焼成後に導電性を生じる金属粒子の中から適宜選択すれば
よい。金属の種類としては、例えば、金、銀、銅、ニッケル、スズ、鉄、クロム、白金、
パラジウム、ロジウム、イリジウム、ルテニウム、オスミウム、インジウム、亜鉛、モリ
ブデン、マンガン、チタン、アルミニウム等が挙げられる。なお、本発明において金属粒
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子とは、金属状態の粒子に加えて、合金状態の粒子や、金属化合物の粒子等も含まれるも
のである。また、例えば、金属状態の粒子の表面が酸化されて金属酸化物となっている場
合や、２種以上の金属がコアシェル構造を形成している場合等のように、１つの粒子中に
、金属、合金、及び金属化合物の１種以上が含まれていてもよいものである。
　金属粒子としては、中でも、高い導電性を有し、かつ微粒子を容易に維持できる点から
、金、銀、銅、ニッケル及びこれらの酸化物から選ばれる１種以上を含む金属粒子である
ことが好ましく、金、銀、銅及びこれらの酸化物から選ばれる１種以上を含む金属粒子で
あることがより好ましい。
【００３２】
上記金属化合物としては、例えば、金属酸化物、金属水酸化物、有機金属化合物等が挙げ
られる。これらの金属化合物は、焼成時に分解されて、金属状態となるものが好ましい。
銀を有する金属化合物としては、例えば、酸化銀、有機銀化合物等が挙げられる。また、
銅を有する金属化合物としては、例えば、酸化第一銅、酸化第二銅、及びこれらの混合物
などの銅酸化物等が挙げられる。
　また、合金としては、例えば、銅－ニッケル合金、銀－パラジウム合金、銅－スズ合金
、銀－銅合金、銅－マンガン合金等が挙げられる。
　上記金属粒子は、有機保護剤によって表面が被覆されているものであってもよい。
【００３３】
　金属粒子は、上記金属、合金、及び金属化合物粒子の１種以上を含む金属粒子のうち、
１種単独で、又は２種以上組み合わせて用いることができる。
【００３４】
　上記金属粒子の調製方法は、従来公知の方法から適宜選択すればよい。例えば、メカノ
ケミカル法などにより金属粉を粉砕する物理的な方法；化学気相法（ＣＶＤ法）や蒸着法
、スパッタ法、熱プラズマ法、レーザー法のような化学的な乾式法；熱分解法、化学還元
法、電気分解法、超音波法、レーザーアブレーション法、超臨界流体法、マイクロ波合成
法等による化学的な湿式法等を用いて金属粒子を得ることができる。
【００３５】
　例えば、蒸着法では、高真空下で分散剤を含む低蒸気圧液体中に加熱蒸発した金属の蒸
気を接触させて微粒子を製造する。
　また、化学還元法の１種としては、錯化剤及び有機保護剤の存在下で、金属酸化物と還
元剤とを溶媒中で混合して生成する方法が挙げられる。
【００３６】
　上記錯化剤とは、当該錯化剤が有する配位子のドナー原子と、金属イオン又は金属原子
とが結合して、金属錯体化合物を形成するものである。上記ドナー原子としては、窒素原
子、酸素原子、硫黄原子が好適に挙げられる。窒素原子がドナー原子である錯化剤として
は、例えば、アミン類、イミダゾール及びピリジン等の窒素含有複素環式化合物類等が挙
げられるが、これらに限定されるものではない。
　また、上記有機保護剤は、精製した金属粒子の分散安定化剤や、粒径制御のために用い
られるものであり、具体的には、ゼラチン、アラビアゴム、カゼイン等のタンパク質系；
デンプン、デキストリン等の天然高分子；ヒドロキシエチルセルロース等のセルロース系
；ポリビニルアルコール等の親水性合成高分子の他、脂肪酸、アルキルアミン等の比較的
低分子量の化合物であってもよい。中でも、分散安定性の点からは、タンパク質系の有機
保護剤が好ましい。
　なお、上記の方法の他、市販の金属粒子を適宜用いることができる。
【００３７】
　金属粒子の平均一次粒径は、用途に応じて適宜設定すればよいものであるが、通常、１
～１０００ｎｍの範囲で設定される。中でも、低粘度で分散性、分散安定性に優れ、沈降
物を生じにくい点から、金属粒子の平均一次粒径が２～５００ｎｍであることが好ましい
。
　なお、上記金属粒子の平均一次粒径は、電子顕微鏡写真から一次粒子の大きさを直接計
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測する方法で求めることができる。具体的には、個々の一次粒子の短軸径と長軸径を計測
し、その平均をその粒子の粒径とした。次に１００個以上の粒子についてそれぞれ粒子の
体積（質量）を、求めた粒径の直方体と近似して求め、体積平均粒径として求めそれを平
均粒径とした。なお、電子顕微鏡は透過型（ＴＥＭ）、走査型（ＳＥＭ）又は走査透過型
（ＳＴＥＭ）のいずれを用いても同じ結果を得ることができる。
【００３８】
　本発明の導電性基板用金属粒子分散体において、金属粒子の含有量は、用途に応じて適
宜選択されれば良いが、分散性の点から、金属粒子分散体の全量に対して、５～９５質量
％であることが好ましく、更に、２０～９０質量％の範囲内であることがより好ましい。
本発明においては、後述する分散剤と組み合わせて用いることにより、従来に比べて金属
粒子の含有量を高めた場合であっても、金属粒子の分散性や分散安定性に優れ、沈降物を
生じにくいものとすることができる。
【００３９】
（分散剤）
　本発明において用いられる分散剤は、下記一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポ
リアリルアミン誘導体を含む分散剤である。
【００４０】
【化７】

（一般式（Ｉ）中、Ｒ１は遊離のアミノ基、下記一般式（ＩＩ）、又は下記一般式（ＩＩ
Ｉ）で表される基を表し、複数あるＲ１は同一であっても異なってもよい。但し、複数あ
るＲ１のうち少なくとも１個は一般式（ＩＩＩ）で示される基である。）
【００４１】

【化８】

（一般式（ＩＩ）、及び一般式（ＩＩＩ）中、Ｒ２は遊離のカルボン酸を有するポリエス
テル、遊離のカルボン酸を有するポリアミド、及び、遊離のカルボン酸を有するポリエス
テルアミドのいずれかからカルボキシ基を除いた残基を表す。）
【００４２】
　上記一般式（Ｉ)で表される構成単位が有する窒素部位と、前記金属粒子とが吸着する
ことにより、分散性及び分散安定性が向上するため、金属粒子の分散粒径を小さくするこ
とができる。また、上記分散剤を用いると金属粒子分散体を含む塗布液の塗膜の平滑性、
均一性が優れたものとなる。従って、焼結が均一に進行しやすい。また上記分散剤は、導
電性基板を製造する際の焼成処理により分解乃至揮散されやすく、得られた導電性基板は
、有機成分の残存が抑制される。しかも、上記分散剤は、パルス光焼成時にも膜荒れを生
じにくい。更に、窒素部位が、還元性を有し、焼成時に金属粒子の酸化を抑制するため、
焼成後に得られた金属膜は、金属酸化物が少ない。これらの結果、得られた金属膜は導電
性に優れるとともに、膜荒れが低減される。
【００４３】
　上記一般式（Ｉ）で表されるポリアリルアミン誘導体は、例えばアリルアミン重合体と
、遊離のカルボキシル基を有するポリエステル、ポリアミド又はエステルとアミドの共縮
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合物（ポリエステルアミド）の３種の化合物の中から選ばれる１種以上の化合物とを反応
させて得られる。
　更に具体的には、上記一般式（Ｉ）で表されるポリアリルアミン誘導体は、アリルアミ
ン重合体と、遊離のカルボキシル基を有する、下記一般式（ＩＶ）または下記一般式（Ｖ
）で表されるポリエステル、及び下記一般式（ＶＩ）または下記一般式（ＶＩＩ）で表さ
れるポリアミドよりなる群から選択される少なくとも１種を用いて、アミノ基とカルボキ
シル基を反応させて得ることができる。
【００４４】
【化９】

（一般式（ＩＶ）中、Ｒ３は、炭素原子数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルキレン基を
表し、ａは２～１００の整数である。複数あるＲ３は、互いに同一であっても異なってい
てもよい。）
【００４５】
【化１０】

（一般式（Ｖ）中、Ｒ４は、炭素原子数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルキレン基、Ｃ

６Ｈ４、又はＣＨ＝ＣＨを表し、Ｒ５は、炭素原子数２～２０の直鎖もしくは分岐のアル
キレン基、又はポリアルキレングリコールから２つの水酸基を除いた残基を表し、ｂは２
～１００の整数であり、前記アルキレン基は、鎖中にエーテル結合を有してもよい。複数
あるＲ４及びＲ５は、互いに同一であっても異なっていてもよい。）
【００４６】

【化１１】

（一般式（ＶＩ）中、Ｒ６は、炭素原子数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルキレン基を
表し、ｃは２～１００の整数である。複数あるＲ６は、互いに同一であっても異なってい
てもよい。）
【００４７】
【化１２】

（一般式（ＶＩＩ）中、Ｒ４は、上記一般式（Ｖ）におけるＲ４と同様である。Ｒ７は、
炭素原子数２～２０の直鎖もしくは分岐のアルキレン基を表し、ｄは２～１００の整数で
ある。複数あるＲ４及びＲ７は、互いに同一であっても異なっていてもよい。）
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【００４８】
　なお、本発明に用いられるポリアリルアミン誘導体はアリルアミン重合体に、一般式（
ＩＶ）と一般式（Ｖ）の繰り返し成分がランダムに重合したポリエステル、一般式（ＶＩ
）と一般式（ＶＩＩ）の繰り返し成分がランダムに重合したポリアミド、更に一般式（Ｉ
Ｖ）並びに／又は（Ｖ）、及び一般式（ＶＩ）並びに／又は（ＶＩＩ）の繰り返し成分が
ランダムに重合したポリエステルアミドを反応させても製造することができる。
【００４９】
　ポリアリルアミン誘導体は、主鎖のアリルアミン重合体として、一般式（Ｉ）で表され
る繰り返し単位を、２～２５００含むことが好ましく、２～１０００含むことがより好ま
しく、更に２～３００含むことがより好ましい。中でも、主鎖のアリルアミン重合体とし
ては、アリルアミン単独重合体である重合度２～２５００のポリアリルアミンを用いるこ
とが好ましく、重合度２～１０００のポリアリルアミンを用いることがより好ましく、更
に重合度２～３００のポリアリルアミンを用いることがより好ましい。
　本発明においては、重合度２～１０００のポリアリルアミンと、遊離のカルボキシル基
を有する、下記一般式（ＩＶ）または（Ｖ）で表されるポリエステルおよび下記一般式（
ＶＩ）または（ＶＩＩ）で表されるポリアミドの１種を単独でまたは２種以上を併用して
反応させて得られたポリアリルアミン誘導体が好ましい。
【００５０】
　本発明に用いられるポリアリルアミン誘導体は、中でもＲ２が遊離のカルボン酸を有す
るポリエステルからカルボキシル基を除いた残基であることが好ましい。また、上記ポリ
エステルは３００～２００００の範囲内の数平均分子量を有することが好ましく、更に５
００～１５０００の範囲内の数平均分子量を有することが好ましい。
　また、式（Ｉ）において、ｎ個のＲ１中、一般式（ＩＩＩ）で表される基の割合が６０
～９５モル％であることが好ましい。
【００５１】
　上記ポリアリルアミン誘導体の市販品としてはアジスパーＰＢ８２１、ＰＢ８２２、Ｐ
Ｂ８２４、ＰＢ８８０等（味の素ファインテクノ製）を挙げることができる。
【００５２】
　本発明において、導電性基板用金属粒子分散体中の分散剤の含有量は、本発明の効果が
損なわれない範囲で適宜設定すればよい。中でも、金属粒子１００質量部に対して、分散
剤が１～５０質量部であることが好ましく、５～２０質量部であることがより好ましい。
上記下限値以上であれば、金属粒子の分散性及び分散安定性を向上し、沈降を抑制するこ
とができる。また上記上限値以下であれば、有機物の残留がより抑制され、導電性に優れ
た導電性基板を得ることができる。
【００５３】
（溶剤）
　本発明において、金属粒子分散体の溶剤は、金属粒子分散体中の各成分とは反応せず、
これらを溶解もしくは分散可能な有機溶剤の中から適宜選択して用いることができる。具
体的には、メチルアルコール、エチルアルコール、Ｎ－プロピルアルコール、イソプロピ
ルアルコールなどのアルコール系；メトキシアルコール、エトキシアルコール、メトキシ
エトキシエタノール、エトキシエトキシエタノール、プロピレングリコールモノメチルエ
ーテルなどのエーテルアルコール系；酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸３－メトキシブチル
、メトキシプロピオン酸メチル、エトキシプロピオン酸エチル、乳酸エチルなどのエステ
ル系；アセトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノンなどのケトン系；メトキシ
エチルアセテート、メトキシプロピルアセテート、メトキシブチルアセテート、エトキシ
エチルアセテート、エチルセロソルブアセテート、メトキシエトキシエチルアセテート、
エトキシエトキシエチルアセテート、プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテー
トなどのエーテルアルコールアセテート系；ジエチルエーテル、エチレングリコールジメ
チルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールメチルエ
チルエーテル、テトラヒドロフランなどのエーテル系；Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、
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Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリドンなどの非プロトン性アミド系；γ
－ブチロラクトンなどのラクトン系；ベンゼン、トルエン、キシレン、ナフタレンなどの
不飽和炭化水素系；ｎ－ヘプタン、ｎ－ヘキサン、ｎ－オクタンなどの飽和炭化水素系な
どの有機溶剤が挙げられる。
【００５４】
　これらの中では、プロピレングリコールモノメチルエーテルなどのエーテルアルコール
系；メトキシエチルアセテート、エトキシエチルアセテート、エチルセロソルブアセテー
ト、メトキシエトキシエチルアセテート、エトキシエトキシエチルアセテート、プロピレ
ングリコールモノメチルエーテルアセテートなどのエーテルアルコールアセテート系；エ
チレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレ
ングリコールメチルエチルエーテル、プロピレングリコールジエチルエーテルなどのエー
テル系；酢酸３－メトキシブチル、メトキシプロピオン酸メチル、エトキシプロピオン酸
エチル、乳酸エチルなどのエステル系等を好適に用いることができる。
　中でも、本発明に用いられる溶剤としては、ＭＢＡ（酢酸３－メトキシブチル）、ＰＧ
ＭＥＡ（プロピレングリコールモノメチルエーテルアセテート）、ＤＭＤＧ（ジエチレン
グリコールジメチルエーテル）、ジエチレングリコールメチルエチルエーテル、ＰＧＭＥ
（プロピレングリコールモノメチルエーテル）又はこれらを混合したものが、分散剤の溶
解性や塗布適性の点から好ましい。
【００５５】
　本発明の金属粒子分散体における溶剤の含有量は、該金属粒子分散体の各構成を均一に
溶解又は分散することができるものであればよく、特に限定されない。本発明においては
、該金属粒子分散体中の固形分含有量が、５～９５質量％の範囲が好ましく、２０～９０
質量％の範囲がより好ましい。上記範囲であることにより、塗布に適した粘度とすること
ができる。
【００５６】
（その他の成分）
　本発明の金属粒子分散体には、本発明の効果を損なわない範囲で、必要に応じて、その
他の成分を含有してもよい。
　その他の成分としては、例えば、錯化剤、有機保護剤、還元剤、濡れ性向上のための界
面活性剤、密着性向上のためのシランカップリング剤、消泡剤、ハジキ防止剤、酸化防止
剤、凝集防止剤、粘度調製剤等が挙げられる。また、本発明の効果が損なわれない限り、
他の分散剤が含まれていてもよい。
【００５７】
（金属粒子分散体の製造方法）
　本発明において、金属粒子分散体の製造方法は、金属粒子が良好に分散できる方法であ
ればよく、従来公知の方法から適宜選択して用いることができる。具体的には、例えば、
前記分散剤を前記溶媒に混合、攪拌し、分散剤溶液を調製した後、当該分散剤溶液に、金
属粒子と、必要に応じて他の成分を混合し、公知の攪拌機、又は分散機等を用いて分散さ
せることによって、金属粒子分散体を調製することができる。
　分散処理を行うための分散機としては、超音波分散機、２本ロール、３本ロール等のロ
ールミル、アトライター、バンバリーミキサー、ペイントシェイカー、ニーダー、ホモジ
ナイザー、ボールミル、サンドミル、ビーズミル等が挙げられる。
【００５８】
＜塗膜を形成する工程＞
　本工程は、基材上に、導電性基板用金属粒子分散体を含む塗布液を塗布して、塗膜を形
成する工程である。
【００５９】
（導電性基板用金属粒子分散体を含む塗布液）
　導電性基板用金属粒子分散体を含む塗布液は、前記導電性基板用金属粒子分散体をその
まま塗布液とすることもできるが、必要に応じて、溶剤や、その他の成分を加えて塗布液
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としてもよいものである。
　溶剤及びその他の成分としては、例えば、前記導電性基板用金属粒子分散体において挙
げられた溶剤や、界面活性剤、シランカップリング剤、消泡剤、ハジキ防止剤、酸化防止
剤、凝集防止剤、粘度調整剤等を用いることができる。更に、本発明の効果が損なわれな
い範囲で、造膜性、印刷適性や分散性の点から、アクリル樹脂やポリエステル樹脂等の樹
脂バインダーを添加してもよい。
【００６０】
（基材）
　本発明に用いられる基材は、導電性基板に用いられる基材の中から、用途に応じて適宜
選択すればよい。例えば、ソーダライムガラス、無アルカリガラス、ホウケイ酸ガラス、
高歪点ガラス、石英ガラス等のガラス、アルミナ、シリカなどの無機材料を用いることが
でき、さらに高分子材料や、紙などを用いることもできる。前記本発明において用いられ
る導電性基板用金属微粒子分散体は、従来よりも低温で焼成処理しても導電性に優れた金
属膜が得られることから、従来適用が困難であったソーダライムガラスや、高分子材料で
あっても好適に用いることができ、特に樹脂フィルムを用いることができる点で非常に有
用である。
【００６１】
　樹脂フィルムとしては、例えば、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリエ
チレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリフェニレ
ンスルフィド、ポリエーテルエーテルケトン、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネート
、ポリエーテルイミド、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ガラス－エポキシ樹脂、ポリフ
ェニレンエーテル、アクリル樹脂、ポリエチレン、ポリプロピレン等のポリオレフィン、
ポリノルボルネン等のポリシクロオレフィン、液晶性高分子化合物等が挙げられる。
【００６２】
　また、基材表面には、前記金属粒子分散体を含む塗布液の塗膜をパターン状に形成した
場合におけるパターンの形状を制御したり、前記金属粒子分散体を含む塗布液の塗膜との
間の密着性を付与するための処理を行ってもよい。基材表面の処理方法としては、従来公
知の方法の中から適宜選択することができる。具体的には、例えば、コロナ処理、ＵＶ処
理、真空紫外ランプ処理、プラズマ処理などのドライ処理、アミン系シランカップリング
剤、イミダゾール系シランカップリング剤、チタンカップリング剤、アルミニウムカップ
リング剤処理などの薬液処理、多孔質シリカや、セルロース系受容層などの多孔質膜形成
処理、活性エネルギー線硬化型樹脂層、熱硬化型樹脂層、熱可塑性樹脂層などの樹脂層形
成処理を行うことができる。当該処理により、基材表面に撥液性を持たせることにより、
基材に金属粒子分散体を含む塗布液の塗膜をパターン状に形成した際、塗布液の濡れ広が
りを抑え、高精細なパターンを形成することが可能である。また、基材表面に多孔質膜な
どのインク受容層を形成することにより、溶媒成分が浸透し、高精細なパターンを形成す
ることが可能である。逆に、基材表面に親液性を持たせることで、基材に対する塗布性を
向上させることができる。これらの基材表面の処理は、用途や目的に応じて使い分けるこ
とができる。
【００６３】
　当該基材の形状は、用途に応じて適宜選択すればよく、平板状であっても、曲面を有す
るものであってもよいが、通常は平板状である。平板状の基材を用いる場合、当該基材の
厚みは、用途に応じて適宜設定すればよく、例えば１０μｍ～１ｍｍ程度のものとするこ
とができる。
【００６４】
（塗布方法）
　上記塗布液を上記基材上に塗布する方法は、従来公知の方法の中から適宜選択すればよ
い。例えば、グラビア印刷、グラビアオフセット印刷、反転オフセット印刷、スクリーン
印刷、スプレーコート、スピンコート、コンマコート、バーコート、ナイフコート、スロ
ットダイコート、オフセット印刷、フレキソ印刷、インクジェット印刷、ディスペンサ印
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刷等の方法が挙げられる。中でも、微細なパターニングを行うことができる点から、グラ
ビア印刷、グラビアオフセット印刷、反転オフセット印刷、フレキソ印刷、スクリーン印
刷、及びインクジェット印刷が好ましい。特に、本発明において用いられる金属粒子分散
体は、分散性に優れているため、インクジェットの吐出ノズルにつまりが生じたり、吐出
曲がりが生じることがないため、インクジェット印刷にも好適に用いることができる。
【００６５】
　基材上の塗布液は、印刷後、通常の方法で乾燥してもよい。乾燥後の印刷部分の膜厚は
、適宜塗布量や金属粒子の平均一次粒子径等を変化させて制御することができ、用途に応
じて適宜調整すればよいものであるが、通常、０．０１～５０μｍの範囲であり、好まし
くは、０．１～２０μｍである。
【００６６】
＜前記塗膜を焼成処理する工程＞
　本工程は、パルス光を照射することにより、前記塗膜を焼成処理する工程（以下、パル
ス光焼成という場合がある。）である。
　パルス光焼成とは、パルス光の照射により極めて短時間で焼成する方法である。ここで
、本発明においてパルス光とは、点灯時間が比較的短時間の光のことをいい、当該点灯時
間をパルス幅という。パルス光の光源は特に限定されないが、キセノン等の希ガスが封入
されたフラッシュランプやレーザー等が挙げられる。中でも、紫外線から赤外線までの連
続的な波長スペクトルをもつ光を照射することが好ましく、キセノンランプのパルス光で
あることが好ましく、具体的には、キセノンフラッシュランプを用いることが好ましい。
このような光源を用いた場合には、加熱と同時にＵＶ照射を行ったのと同様の効果を得る
ことができ、極めて短時間で焼成が可能となる。また、このような光源を用いた場合には
、パルス幅と照射エネルギーを制御することにより、金属粒子分散体を含む塗布液の塗膜
、及びその近傍のみを加熱することができ、基材に対する熱の影響を抑えることができる
。
【００６７】
　本発明において、パルス光のパルス幅は、適宜調整すればよいものであるが、１μｓ～
1００００μｓの間で設定されることが好ましく、１０μｓ～５０００μｓの範囲内とす
ることがより好ましい。また、パルス光の１回あたりの照射エネルギーは、０．１Ｊ／ｃ
ｍ２～１００Ｊ／ｃｍ２が好ましく、０．５Ｊ／ｃｍ２～５０Ｊ／ｃｍ２がより好ましい
。
　パルス光焼成においてパルス光の照射回数は、塗膜の組成や、膜厚、面積などに応じて
適宜調整すればよく、照射回数は１回のみであってもよく、２回以上繰り返し行ってもよ
い。中でも、照射回数を１～１００回とすることが好ましく、１～５０回とすることが好
ましい。パルス光を複数回照射する場合には、パルス光の照射間隔は適宜調整すればよい
。中でも照射間隔を１０μ秒～２秒の範囲内で設定することが好ましく、１００μ秒～１
秒の範囲内に設定することがより好ましい。
　パルス光を上記のように設定することにより、基材への影響を抑えるとともに、金属粒
子の酸化を抑制することが可能であり、且つ、金属粒子分散体に含まれる分散剤も脱離乃
至分解しやすく導電性に優れた導電性基板を得ることができる。
【００６８】
　このようなパルス光焼成は、金属粒子分散体を含む塗布液の塗膜、及びその近傍のみを
加熱することができ、前記塗膜を低温かつ短時間で焼成処理することが可能であり、緻密
かつ平滑な金属粒子焼結膜を形成することができる。パルス光焼成は、パルス光のパルス
幅と照射エネルギーを適宜調整することで、加熱温度と処理深さを制御することができる
。その結果、不均一な膜が形成されることが少なく、また粒成長を防ぐことができるため
、非常に緻密で、平滑な膜が得られる。また、極めて短時間で焼成が可能であるので、金
属粒子の酸化を抑えることができ、導電性に優れた焼結膜を得ることができる。
　上記パルス光焼成は、大気中、大気圧下で行うことが可能であるが、不活性雰囲気下、
還元雰囲気下、減圧下で行ってもよい。また、塗膜を加熱しながら、パルス光焼成を行っ
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てもよい。
【００６９】
　ここのようにして得られた導電性基板の金属膜の厚みは、用途に応じて適宜調整すれば
よいものであるが、通常、厚みが０．０１～５０μｍ程度であり、０．０５ｎｍ～３０μ
ｍであることが好ましく、０．１～２０μｍであることがより好ましい。
　また、上記金属膜の体積抵抗率は、１．０×１０－４Ω・ｃｍ以下であることが好まし
い。
【００７０】
　本発明の製造方法は、基材上に、金属粒子分散体を含む塗布液をパターン状に塗布して
、塗布膜を形成し、該塗布膜を焼成処理して、パターン状の金属膜を形成するパターン状
導電性基板の製造方法であってもよい。
【００７１】
　本発明の導電性基板の製造方法により得られた導電性基板は、焼結後の有機成分の残存
が抑制され、優れた導電性を有する。このような導電性基板を用いた電子部材としては、
表面抵抗の低い電磁波シールド用フィルム、導電膜、フレキシブルプリント配線板などに
有効に利用することができる。
【実施例】
【００７２】
　以下、本発明について実施例を示して具体的に説明する。これらの記載により本発明を
制限するものではない。
【００７３】
（合成例１　銅粒子の製造）
　酸化第二銅６４ｇと、有機保護剤としてゼラチン５．１ｇを６５０ｍＬの純水に添加し
、混合して混合液とした。１５％のアンモニア水を用いて、当該混合液のｐＨを１０に調
整した後、２０分かけて室温から９０℃まで昇温した。昇温後、攪拌しながら錯化剤とし
て１％のメルカプト酢酸溶液６．４ｇと、８０％のヒドラジン一水和物７５ｇを１５０ｍ
Ｌの純水に混合した液を添加し、１時間かけて酸化第二銅と反応させて、銅粒子を得た。
得られた銅粒子を走査透過型電子顕微鏡（ＳＴＥＭ）で観察したところ、平均一次粒径は
、５０ｎｍであった。
【００７４】
（実施例１　導電性基板１の製造）
（１）金属粒子分散体１の調製
　合成例１の銅粒子６質量部、及び一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリル
アミン誘導体を含む分散剤（味の素ファインテクノ製、アジスパーＰＢ８８０）０．４５
質量部（固形分換算０．４５質量部）、ＰＧＭＥＡ　８．５５質量部を混合し、ペイント
シェーカー（浅田鉄工製）にて予備分散として２ｍｍジルコニアビーズで１時間、さらに
本分散として０．１ｍｍジルコニアビーズ４時間分散し、金属粒子分散体１を得た。
【００７５】
（２）導電性基板１の製造
　上記（１）で得られた金属粒子分散体１を、ポリイミドフィルム（商品名：カプトン３
００Ｈ、東レ・デュポン製、厚さ７５μｍ）上にワイヤーバーで塗布して、１００℃で１
５分乾燥して、膜厚が１μｍの塗膜とした。その後、パルスドキセノンランプ装置（ＳＩ
ＮＴＥＲＯＮ　２０００　（Ｘｅｎｏｎ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製））を用いて、パル
ス幅５００μ秒、印加電圧３．８ｋＶで１回照射して、導電性基板１とした。
【００７６】
（実施例２　導電性基板２の製造）
（１）金属粒子分散体２の調製
　実施例１の（１）において、合成例１の銅粒子の代わりに、銀粒子（ＤＯＷＡエレクト
ロニクス製、Ｔ２Ｓ－Ａ０６、粒径６０ｎｍ）３．７５質量部とし、アジスパーＰＢ８８
０の代わりに、一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミン誘導体を含む
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別の分散剤（味の素ファインテクノ製、アジスパーＰＢ８２１）０．３質量部とした以外
は、実施例１と同様にして、金属粒子分散体２を得た。
【００７７】
（２）導電性基板２の製造
　実施例１の（２）において、金属粒子分散体１の代わりに、上記金属粒子分散体２を用
いた以外は、実施例１と同様にして、導電性基板２を得た。
【００７８】
（実施例３　導電性基板３の製造）
（１）金属粒子分散体３の調製
　実施例１の（１）において、合成例１の銅粒子の代わりに、銀粒子（ＤＯＷＡエレクト
ロニクス製、Ｔ２Ｓ－Ａ０６、粒径６０ｎｍ）３．７５質量部とし、アジスパーＰＢ８８
０の代わりに、一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミン誘導体を含む
別の分散剤（味の素ファインテクノ製、アジスパーＰＢ８２４）０．３質量部とした以外
は、実施例１と同様にして、金属粒子分散体３を得た。
【００７９】
（２）導電性基板３の製造
　実施例１の（２）において、金属粒子分散体１の代わりに、上記金属粒子分散体３を用
いた以外は、実施例１と同様にして、導電性基板３を得た。
【００８０】
（比較例１　比較導電性基板１の製造）
　実施例２の（１）で得られた金属粒子分散体２をガラス基板（商品名：ＯＡ－１０Ｇ、
日本電気硝子製、厚さ０．７ｍｍ）上にワイヤーバーで塗布して、８０℃で１５分乾燥し
て、膜厚が２μｍの塗膜とした。得られた塗布膜を、３００℃、水素３体積％／窒素９７
体積％の混合ガス雰囲気下で３０分焼成し、比較導電性基板１を得た。
【００８１】
（導電性評価）
　表面抵抗計（ダイアインスツルメンツ製「ロレスタＧＰ」、ＰＳＰタイププローブ）を
用いて、上記各実施例及び比較例の導電性基板の金属膜に４探針を接触させ、４探針法に
よりシート抵抗値を測定した。結果を表１に示す。シート抵抗値が低いほど導電性に優れ
ている。なお、本測定法によるシート抵抗値の測定上限は１０８Ω／□であった。
【００８２】
【表１】

【００８３】
［結果のまとめ］
　実施例１～３の結果から、金属粒子と、一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリ
アリルアミン誘導体を含む分散剤を有する金属粒子分散体を含む塗布液を用いて形成され
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た塗膜を、パルス光を照射して焼成処理することにより、導電性に優れた導電性基板を得
ることができた。
　また、実施例１～３により得られた導電性基板を目視で観察したところ、表面の膜荒れ
は認められなかった。一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミン誘導体
を含む分散剤を有する金属粒子分散体を用いることにより、従来、膜荒れが生じ易かった
パルス光による焼成処理によっても、膜荒れが生じないことが明らかとなった。
　水素ガス焼成を行った、比較例１の導電性基板は、分散剤成分の残留がみられた。一般
式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリルアミン誘導体は、水素ガスによる焼成で
は分解しにくいものと推測される。
　このような結果から、金属粒子と、一般式（Ｉ）で表される構成単位を有するポリアリ
ルアミン誘導体を含む分散剤とを含む導電性基板用金属微粒子分散体とパルス光焼成を組
み合わせることにより、導電性に優れ、表面の膜荒れのない導電性基板が得られることが
明らかとなった。
【符号の説明】
【００８４】
　１　　　基材
　２　　　金属膜
　１００　基板

【図１】
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